
令和6年度 事業報告書

特定非営利活動法△_墜杢倒≧盪立上△協全

1事業の成果
令和 6年度も前年度に引き続き、多様で充実した活動を展開し、コミュニティの結東

と発展に寄与して参りました。主な文化イベントとして、建国記念日や中秋節、ソンカ

歌謡ライブ、アジア友好祭りなどを開催し、延べ 600名 以上が参加しました。これらは

日本社会へのベトナム文化の普及および次世代への文化継承に大きく貢献しまし

た。

教育・人材育成分野で、リーダーシップ講座や JLPT講座を継続的に実施し、約

100名 以上の若手がコミュニティリーダーや社会的役割を担う人材へと成長しました。

また、毎月開催する労働者フオーラムやオンライン相談窓口(VAWORK)を通じて、

在日ベトナム人労働者へのサポートを強化しました。

組織運営面では、関西支部を強化し、新たに東海支部を設立することで地域ネット

ワークを拡大しました。さらに、運営体制の効率化および財政基盤の安定化を図り、

持続可能な組織運営の基盤を築きました。

課題として財政、人材不足、行政支援の限界が挙げられますが、支部間の連携強

化や人材育成のさらなる推進を通じて、今後の改善を目指します。

令和 7年度も、引き続きコミュニティの発展、伝統的価値の継承・拡大を推進し、よ

り良い社会づくりに貢献していきます。

2事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【2,186】千円)
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労働運動学習

スタディツアー

2024年 6

月

“

5、■レ
ロ:●し 5 コミュニ

ティ有

識者

40 32



活を支援する

事業

JLPT講座 (夏

期・冬期)

通年 (夏・

冬 )

東京/
オンラ

イン

15 学習意

欲のあ

る在日

ベトナ

ム人

160 857

労働者フォーラ

」、(Facebook

Live)

毎月 日曜

20:00

オンラ

イン

10 在日ベ

トナム

人労働

者

2,000

労働者相談窓

口 (Messenger)

通年 オンラ

イン

20 労働相

談希望

者

100 1

会報発行 通年 10 300 22

(2)日 本各地

ベトナム人コミ

ュニティのネッ

トワーク構築

および活性化

事業

サマーキヤンプ 2024/8/9-

11

滋賀 20 関西在

住ベト

ナム人

全般

120 749

忘年会 2024/12/21 ダナン

フオー

荻窪

5 会員・

ボラン

ティア

30 3

関西援助バス 2024/1/24-

26

彦根 10 関西支

部メン

バー

20 1

東海援助バス 2024/2/8 浜松 8 東海支

部立ち

上げメ

ンパー

30

リーダーシップ

講座

通年 東京/
オンラ

イン

5 次世代

リーダ

ー候補

20 92

(3)日 本にお

けるベトナム

文化の啓発、

国祖記念日 2024/4/13 JICA

市ヶ谷

8 在日ベ

トナム

人・日

50 193



保全、発展を

図る事業

本人来

場者

ソンカ歌謡ライ

ブ

2024/10/26 大森ス

ポーツ

センタ

12 音楽愛

好家

80 104

お花見&ファ

ン・ボイ・チヤウ

碑参拝

2024/3/30 静岡・

太田川

8 在日ベ

トナム

人全般

50 8

(4)日 本人諸

団体と連携協

力し、日越文

化交流・友好

関係を強化す

る事業

Asia Friendship

Fcstival

2024/11/3 ЛCA
東京

15 多国籍

来場者

100 3

(6)在 日ベト

ナム人子供ヘ

の母国語・文

化教育支援事

業

中秋節 (東京・

滋賀同時開催 )

2024/9/15 ЛCA

東京/
滋賀

25 ベトナ

ム人親

子

150 121

(2)その他の事業 (事業費の総費用【  】千円)
定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

事業費

(千円 )



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和6年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
定非営利活

事 業 報 告 用

法人日 住ベ トナム人協会

160,0001正会員受取会費
賛助会員受取会費

1,273,386
2
受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金
3

3.510,000

1,114,000

4

受話事業収益
事業収益

82受取利息
5

6.057.460

3】 |

1

3 380

人

2

の

79,397
597,811
594,931
21,898
888,000

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等利用費
材料費
印刷製本費
講師手当

2.105.417

51,500

556,556

20,220

320 918

(1)

2

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
施設等利用費
旅費交通費等
管理諸費
会議費
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和6年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

小計・合計

2
1

2

3) の

現金預金

前渡金

棚卸資産

4,790,251
223,243
0

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 5.Oi3.494

2

37,950
0

936,010

未払費用

預 り金
短期借入金

長期借入金

退職給付引当金

産 の 種

正

正 116 677

2 922 857

B-2

5,013,494【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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書式第 16号 (法 28条関係 )

令和 6年度  計算書類の注配 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本在住ベ トナム人協会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 ,2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協会)に よ
会)に よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金
該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
税込会計

2.事 業別損益の状況
円

ネットワーク事業 受託事業 その他事業
事業部門計 管理部門 合計科 目

ベ トナム

文化事業

520,000 3,510,000

1,114,000

160,000

1,273,386

160,000

1,273,386

3,510,000

1,114,000
2,690,000 300,000

2,547,386 6,057,3862,690,000 300,000 520,000 3,510,000

888,000 888,000 51,500 939,500

888,000 51,500 939,500888,000

21,898

379,895

71,056

371,590

215,036

8,341

226,221

21,898

594,931

79,397

597,811

21,898

594,931

79,397

597,811

844,439 449,598 1,294,037 1,294,037

888,000 844,439 449,598 2,182,037 51,500 2,233,537

1,802,000 △  544,439 70,402 1,327,963 2,495,886 3,823,849

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
原材料費
旅費交通費

施設利用料

印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

690,000

2,000,000

300,000
520,000

690,000

2,000,000

300,000
520,000

アジア教育財団

中央供募金会

愛敬福祉支援財団
日本フィランソロピック財団

3.510.000 3.510.000

FI本語講座_(JLPT)
リータ・―育成

'「
ク
｀
ラム

設備備品購入資金

中秋・正月行事

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(単位

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

円

円

円

8

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

ノ
//

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
324,638 611,372 936,010

324,638 611,372 936,010合計

科 目

計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

936,010 936,010

936,010 936,010

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)
短期借入金

貸借対照表計



書式第 17号 (法第28条関係)

令和6年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本在住ベトナム人協会

4.790,251

223.243

棚卸資産

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行
三菱TJ/所沢
01Юあおぞら銀行

486,0041

1,633,3401

2,062,050
608.857

100.000

110,343
12,9001

前渡金

前渡金
前渡金

賢董告計 ・・・① 5.013.494

車両運搬具

ソフトウェア

長期貸付金

1

0

0

2

借地権

敷金

3

什器備品
パソコン (10万円未満につき消耗品費として処理 )

2

【A】 資 産 合 計 ①+② 5.013.494

〕-1

0預 り金

37,950
986,010

未払費用
短期借入金

● 1

長期借入金

退職給付引当金

0

0

2

【:

【曰-1】 負 債 合 計 ③+④ 973.960

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 4.039.534
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

5年度年間役員名簿
(口事業年度において役■であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所菫びに

これからの者についての前●彙年度におけるロロの■無を2● した名簿)

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確日の上、チェックを入れてください。)

′ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )′

2 役員一覧

役 名

(フ リガナ)

氏  名

前事業年度内
の就任期間

報酬を受けた期間
(餃当者のみに日入)

理事

タケウチ  イサム

竹内  勇

令和6年4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事

ヤマモト  カオリ

山本 香

令和6年4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事
NGYUYEN HA  KIEN (,UOC

令和6年4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

４

● 監事

ハシモト  タカシ

橋本  孝

令和6年4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

10



書書式第4号 (法第 10条 。第28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 日本在住ベトナム人協会

氏   名

1 竹内  勇

2 NGYUYEN HA KIEN QUOC

3 山本 公平

4 仁兆  豊

5 Nguyen Phuong Khanh

6 Ha Anh Vo

7 Nguyen Ha Nan Phuong

8 山本  香

9 Ngo Van Vien

10 Dien Thi Nu

11 橋本  孝

12 橋本 紀子

13 梅田 有新

14 梅田 りえ




